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（ナノテクノロジー・材料分野推進基盤領域） 

・ナノテクノロジーの責任ある研究開発 

研究開発目標    

（化学物質リスク・安全管理研究領域） 

・2010 年までに、化学物質の有害性を評価するためのトキシコゲ

ノミクスや QSAR を用いた迅速かつ高精度な手法について、基

盤となるデータを取得する。 

・2015 年までに、化学物質の有害性を評価するためのトキシコゲ

ノミクスやQSARを用いた迅速かつ高精度な手法を実用化する。

・2010 年までに、疫学的手法を利用して、化学物質の暴露と次世

代の健康影響（又は発ガン）等との因果関係について検討し、

知見を蓄積する。 

・2010 年までに、生体内計測法を含め、ナノマテリアル等ナノテ

クノロジーによる材料の人健康影響の評価となる体内動態や

影響臓器などの知見を得る。 

・2015 年までに、ナノ粒子やナノマテリアルについて、健康影響

の評価方法を開発する。 

・2010 年までに、妊婦や胎児・新生児等の感受性の高い集団に特

有な障害等に関する知見を蓄積する。 

・化学物質の妊婦や子どもへの影響について、2015 年までに基礎

的な知的基盤を整備するとともに、影響評価法を完成する。 

（ナノテクノロジー・材料分野推進基盤領域） 

・2011年までに、市民対話、アウトリーチ活動、教育活動、人材

育成のプログラム開発と運用等の活動を通して、ナノテクノロ

ジーに関するリテラシー向上のための効果的アウトリーチプ

ログラムの開発とその社会科学的評価を行う。 

・2011 年までに、ナノマテリアル等ナノテクノロジーによる材料

について生体内計測法を確立し、ヒト健康影響の評価となる体

内動態や影響臓器などを検証し、明らかにする。 

・2015年頃までに、ナノマテリアル等ナノテクノロジーによる材

料のヒト健康影響の評価方法を開発する。  

成果目標      

（化学物質リスク・安全管理研究領域） 

・2020 年までに化学物質によるヒト健康や環境への影響に関する

リスクの最小化を図る。 

（ナノテクノロジー・材料分野推進基盤領域） 

・2020年頃までに、ナノ物質のヒト健康影響に関する体系的な評

価手法を活用し、ヒト健康影響に関するリスクを最小化し、ヒ

トへの安全を確保する。 

 

戦略重点科学技術の 

該当部分 

（化学物質リスク・安全管理研究領域） 

・新規の物質・技術に対する予見的リスク評価管理 

・国際間協力の枠組みに対応するリスク評価管理 

（ナノテクノロジー・材料分野推進基盤領域） 

・ナノテクノロジーの社会受容のための研究開発 

「研究開発内容」のう

ち、本事業との整合部分 

－ 

推進方策 

（化学物質リスク・安全管理研究領域） 

・国際リーダーとしての率先的な取組と世界への貢献 

・国民の期待と関心に応える情報発信 

・研究共通基盤の整備・運用 など 



 

109 

（ナノテクノロジー・材料分野推進基盤領域） 

・国の関与の必要性と官民の役割分担 

・安全・安心に資する取組と責任ある研究開発推進 

・国民への研究成果の説明 など 

 

(2) 社会還元加速プロジェクトとの関係（該当部分）：該当なし 

 

(3)健康長寿社会の実現との関係 

健康長寿社会の実現に

該当するか否か。 

本研究事業は「レギュラトリーサイエンス」に該当する。 

レギュラトリーサイエンスとは、「身の回りの物質や現象につ

いてその成因と実態と影響とをより的確に知るための方法を編

み出す科学であり、次いでその成果を使ってそれぞれの有効性と

安全性を予測・評価し、行政を通じて国民の健康に資する科学」

である。本研究事業では化学物質に関して、「影響を的確に知る

方法」を開発し、「安全性を予測・評価」し、「行政を通じて国民

の健康に資する」ことを目標としている。 

 

(4)革新的技術戦略との関係（該当部分） 

目標 ii) 健康な社会構築 

革新的技術 
創薬技術 

・iPS 細胞活用毒性評価技術（事業の一部が該当） 

 

(5)科学技術外交との関係（該当部分）：該当なし 

 

(6)その他 

 ・低炭素社会の実現との関係：該当なし 

 ・科学技術による地域活性化戦略との関係：該当なし 

 

(7)事業の内容（新規・一部新規・継続） 

 化学物質リスク研究事業は化学物質によるヒト健康への被害を防止する施策に資する科

学的基盤となる研究を推進することを目的としている。具体的には、身の回りに存在する

数万種にのぼるとも言われている様々な化学物質の安全性点検を推進するため、化学物質

のリスク評価手法の迅速化・高度化に向けて構造活性相関やカテゴリーアプローチ等のよ

り効率的な評価手法の開発や化学物質の影響に対して脆弱なグループである子ども等に対

する化学物質の影響評価、新規素材であるナノマテリアルの健康影響評価手法の開発等を

推進してきた。 

 平成 22 年度は、国際的な協力、役割分担の下にリスク評価を進めることが不可欠である

ことから、国際的な化学物質管理の取組に貢献するため、化学物質の有害性評価手法の開

発やナノマテリアルの健康影響評価手法の開発をさらに推進する。 

具体的には、OECD テストガイドライン策定等国際貢献に資する研究など、指定型で研究

を実施する方が効果的・効率的なものについては、指定型の研究課題を新たに設定するこ

とにより、競争的環境の確保に配慮しつつ、目標の確実な達成を目指す。また、若手育成

型の研究課題を新たに設けることにより、若手研究者の参入による新たな技術や視点を取

り入れた研究体制が望まれる課題や、行政として長期・継続的に研究を実施すべきである

ものの人材の確保が困難な課題への対応を図り、若手研究者の参入促進、新しい技術の取

り込み、政策立案の継続性を担保する。 

 

(8)平成22年度における主たる変更点 

・化学物質の総合評価のさらなる迅速化・高度化を図るため、これまで開発を行ってきた
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構造活性相関やカテゴリーアプローチ等の研究をさらに進め、精度を高めて実用化を目

指す。 

・ナノマテリアルについては、特異的な物理化学的性状に起因する毒性メカニズムの解明

や体内動態（ADME）の把握等に係る研究など、ナノマテリアルの有害性評価手法の開発

に係る研究を促進する。 

 

(9)他府省及び厚生労働省内での関連事業との役割分担 

厚生労働省では、人の健康を損なうおそれのある化学物質に対して環境衛生上の観点に

基づく評価及びこれに基づく管理等、経済産業省は、産業活動の観点からの化学物質の管

理等、環境省は、化学物質の管理の改善促進に関する環境保全の観点からの基準等の策定

等を担当している。これらは、連絡会等を活用して連携を図りながら進められているとこ

ろである。 

 

(10)予算額（単位：百万円） 

Ｈ１８ Ｈ１９ Ｈ２０ Ｈ２１ Ｈ２２（概算要求）

1,586 1,348 1,280 1,117 未定

 

(11)平成 20 年度に終了した研究課題で得られた成果 

 当該研究事業の成果は行政施策の科学的基盤となると同時に、化審法に基づく審査・管

理等における活用、食品や医薬品及び労働衛生など広範な厚生労働行政分野における活用、

OECD テストガイドラインプログラムへの新規提案等の国際貢献施策に応用された。 

具体的な事例としては、以下のとおり。 

・ 官民連携既存化学物質安全性情報収集・発信プログラム（Japan チャレンジプログラム）

における候補物質について、カテゴリー化の検討を通じてプログラムの推進に貢献 

・ OECD に対し、新たな試験法の提案(LLNA 試験、皮膚刺激性試験)を行うとともに、現在

提案中の試験についてバリデーションの着実な実施 

・ 種々ナノマテリアルの安全性評価方法の検討や体内挙動、毒性発現メカニズムに係る知

見の集積 

・ 網羅的遺伝子発現解析法を化学物質リスク評価システムに適用し、種々の実験系で応用

可能なデータベースの構築 

・ 長期的な目標に従い先天異常のコホート研究を進めつつ、ダイオキシン、有機フッ素化

合物等の胎児期曝露の影響について検討 

 

２．評価結果 

(1)研究事業の必要性 

現在、化学物質は様々な形で私たちの生活のあらゆる場面に存在し、日々の生活を豊か

なものにし、生活の質の維持向上に必須のものとなっている。一方、製造から廃棄に至る

様々な段階において、様々な経路による曝露を通じて、ヒトの健康に悪影響を及ぼすおそ

れがある。2002 年の持続可能な開発に関する世界首脳会議（ヨハネスブルグサミット、WSSD）

の実施計画においては「化学物質が、人の健康と環境にもたらす著しい悪影響を最小化す

る方法で使用、生産されることを 2020 年までに達成することを目指す。」とされている。

また、2006 年 2 月に開催された国際化学物質管理会議（ICCM）で採択された「国際的な

化学物質管理のための戦略的アプローチ（SAICM）」においても、WSSD の 2020 年の目標を

より戦略的に達成することが再確認されている。しかしながら、我が国のみならず、国際

的にも化学物質の安全点検の遅れが指摘されており、国際的な協調を踏まえつつ、2020 年

までに化学物質の毒性について網羅的に把握をすることが化学物質管理における政策課題

となっている。 

化学物質リスク研究事業では、数万種にものぼると言われる身の回りにある様々な化学

物質の安全点検を推進するため、構造活性相関やカテゴリーアプローチ等の最新の科学的


